
 

裁    決    書 

 

審査請求人  ●●●●●●●●●●●● 

 ●●●●●●●●●●●●●●●● 

       ●● ●● 

同 代 理 人  ●●●●●●●●●●●  

       ●●●●●●●● 

       ●● ● 

処 分 庁  石巻市社会福祉事務所長 

 

 

  審査請求人●●●●（以下「請求人」という。）が平成３０年８月２日付けで提起した処分庁石巻

市社会福祉事務所長（以下「処分庁」という。）による生活保護変更決定処分に係る審査請求につ

いて，次のとおり裁決する。 

 

主      文 

  処分庁が平成３０年５月２４日付け石福保第１号で請求人に対してした生活保護変更決定処分は，

これを取り消す。 

 

第１ 事案の概要   

１ 処分庁から提出された弁明書及び証拠書類によれば，請求人，請求人の●●（以下「●●」と

いう。）及び請求人の●●（以下「●●」という。）は，平成２７年３月２０日から，生活保護法

（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という。）に基づく生活保護（以下「保護」という。）

を受けていた。 

２ ●●は，平成２７年４月に●●●●●●●●に入学した。これを踏まえ，処分庁は，平成２７

年４月から生業扶助（高等学校等就学費）の認定を開始した。 

３ ●●は，平成２８年４月に●●●●●●●●●●●●●●に入学した。これを踏まえ，処分庁

は，平成２８年４月から生業扶助（高等学校等就学費）の認定を開始した。 

４ ●●は，平成２８年６月２日から，●●●●●●●●●●●●●●●●●でのアルバイトを開

始した。 

５ ●●は，自動車運転免許の取得に要する経費（約●●●円）が必要である旨を記載した自立更

生計画書を，平成２８年７月２１日付けで処分庁に提出した。これに対して処分庁は，●●の自

立更生計画について，「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３６年４月１日厚生省

発社第１２３号厚生事務次官通知。以下「次官通知」という。）第８の３の（３）のクの（イ）及

び「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」（昭和３８年４月１日社保第３４号厚生

省社会局保護課長通知。以下「課長通知」という。）第８の問５８の２の答に基づき，就労や早期

の保護脱却に資するものと認め，自動車運転免許取得のための積立てに要する経費●●●円を収

入認定しない取扱いとした。 

６ 処分庁は，次官通知第８の３の（３）のクの（ア）に基づき，●●の平成２９年２月分のアル

バイト収入から，高等学校等就学費の基準額で賄いきれない経費として●●●●●●円を収入認



 

定しない取扱いとした。なお，処分庁はその後，同様の理由により，●●の平成２９年９月分か

ら平成３０年３月分までのアルバイト収入から，合計●●●●●●●円を収入認定しない取扱い

とした。 

７ ●●は，大学に進学するための入学金（●●●円）が必要である旨を記載した自立更生計画書

を，平成２９年４月２５日付けで処分庁に提出した。これに対して処分庁は，●●の自立更生計

画について，次官通知第８の３の（３）のクの（イ）及び課長通知第８の問５８の２の答に基づ

き，就労や早期の保護脱却に資するものと認め，大学に進学するための入学金の積立てに要する

経費●●●円を収入認定しない取扱いとした。 

８ ●●は，平成３０年１月１６日に自らのアルバイトに係る収入申告書及び自動車運転免許の取

得に要する経費（●●●円）が必要である旨を記載した自立更生計画書を処分庁に提出した。こ

れに対して処分庁は，●●の自立更生計画について，課長通知第８の問５８の２の答に基づき，

就労や早期の保護脱却に資するものと認め，自動車運転免許取得のための積立てに要する経費 

●●●円を収入認定しない取扱いとした。 

９ 処分庁は，平成３０年５月２４日に●●●●●●●●に電話し，●●が平成３０年３月末で退

学していることを確認した。なお，処分庁は，平成３０年６月２５日付けで●●●●●●●●に

対して法第２９条に基づく調査を行い，平成３０年７月２日付けの同校からの回答書によれば，

●●の退学年月日は２０１８年３月３１日とされていた。 

10 処分庁は，●●から提出された収入申告書により，平成３０年４月から平成３０年６月までの

●●の就労収入の認定変更を行い，平成３０年５月２４日付け石保福第１号で保護変更決定処分

（以下「本件処分」という。）を請求人に通知した。なお，平成３０年４月の●●の就労収入の認

定において，収入認定しない取扱いとした「５の自動車運転免許取得のための積立てに要する経

費（●●●円）」及び「７の大学に進学するための入学金の積立てに要する経費（●●●円）」の

合計額が，積立ての目標額である●●●円に達した。 

11 処分庁は，児童扶養手当の請求人への支給額が，平成３０年４月分から平成３０年７月分まで

を支払う月である平成３０年８月から●●●●●●●円（月額●●●●●●円）に改定されるこ

とを石巻市福祉部子育て支援課から確認し，児童扶養手当の収入認定額を，平成３０年８月１日

付けで月額●●●●●●円（改定前は月額●●●●●●円）に変更した。 

12 請求人は，本件処分を不服として，平成３０年８月２日に，審査庁に対し，本件処分の取消し

を求める審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人の主張 

   請求人は，おおむね以下の理由により本件処分の取消しを求めている。 

 （１）●●のアルバイト収入については，自動車運転免許取得費（●●●円）及び大学入学費用（ 

●●●円）が保護脱却経費として収入認定しない取扱いとされているが，●●は●●●●に入

学したのであるから，次官通知第８の３の（３）のク及び課長通知第８の問５８の２の答に基

づき，●●●●の学費等についても収入認定しない取扱いとすべきである。 

    また，交通費や生徒が必ず持たされる●●●●●●●の費用月額●●●●●円等の諸経費が

あるのであるから，●●●円では年学費から就学支援金を減じた金額に全く足りない。 

（２）●●は，平成３０年４月以降も●●●●●●●●に在籍し，学費を支払う義務が発生する状



 

況であったにもかかわらず，●●のアルバイト収入の認定は，平成３０年４月から基礎控除及

び未成年者控除等を減じた全額についてなされ，保護脱却経費が認定されなくなった。このよ

うな突如とした保護脱却経費の不認定は，過剰な収入認定をするものであって違法であり，そ

のために●●は，平成３０年４月限りで高校を中退せざるを得なくなり，大学進学を目指すと

いう当初の目標達成がほとんど不能となってしまった。 

（３）●●の高校就学に要する経費について，通学費は月額●●●●●●円，授業料は年額●●●

●●●円，教材費は年額●●●●●円，その他の３年時の支出は年額●●●●●●円になる。

また，部活動の支出は，月額●●●●●円から●●●●●円程度になる。よって，通学費だけ

でも学習支援費では全く不足する状況にもかかわらず，●●のアルバイト収入から一切収入認

定控除がなされていない。 

 （４）請求人が受給する，月額●●●●●●の児童扶養手当が，平成３０年４月分から月額●●●

●●●円に減額されたが，収入認定額が減額されていない。 

 ２ 処分庁の主張 

   処分庁は，おおむね以下の理由により本件処分に違法又は不当な点はなく，適法かつ適切であ

る旨主張している。 

  （１） ●●のアルバイト収入については，自立更生計画書で提出された大学入学費用だけではな

く，高等学校等就学費の基準額では賄いきれない就学費用についても次官通知第８の３の（３）

のクの（ア）に基づき収入認定していない。 

（２）●●のアルバイト収入に係る平成３０年４月の収入認定については，保護脱却経費●●●円

のうち，これまでの累計認定額●●●●●●●円との差額である●●●●●●円を収入認定し

ない取扱いとし，また，●●が平成３０年３月３１日付けで退学したことを受け，高校在学に

係る控除費用が発生しないことから，基礎控除，未成年者控除及び必要経費（所得税）の控除

を行った額を収入認定したものである。●●の退学により，平成３０年４月以降は高等学校等

就学費の基準額では賄いきれない就学費用は発生しておらず，法で定めている控除を行ったも

のであるから，当該収入認定が，●●が高校を中退せざるを得なくなった理由とはならない。 

（３）●●のアルバイト収入に係る収入認定については，全て保護脱却経費（自動車運転免許取得

のための積立てに要する経費）として控除されており，収入認定額は発生していない（高等学

校等就学費の基準額では賄いきれない就学費用を控除するための収入認定額が生じていない）。 

 （４）請求人が受給する，月額●●●●●●円の児童扶養手当については，平成３０年４月から月

額●●●●●●円に減額されているが，請求人に減額後の児童扶養手当が支払われるのは，平

成３０年８月からであり，「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８年４月１日

社発第２４６号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」という。）第８の１の（４）のアに基づ

き，当該手当の受給月から次回の受給月の前月までの各月に分割し，平成３０年８月１日付け

で減額後の金額に認定替えを行っている。 

 

第３ 理由 

１ 本件に係る法令等の規定について 

 （１）就労収入の認定について 

   イ 法第８条第１項は，「保護は，厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要

を基とし，そのうち，その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度に



 

おいて行うものとする。」と規定している。 

ロ 法第２５条第２項は，「保護の実施機関は，常に，被保護者の生活状態を調査し，保護の

変更を必要とすると認めるときは，速やかに，職権をもつてその決定を行い，書面をもつ

て，これを被保護者に通知しなければならない。（以下略）」と規定している。 

ハ 法第６１条は，「被保護者は，収入，支出その他生計の状況について変動があつたとき，

又は居住地若しくは世帯の構成に異動があつたときは，すみやかに，保護の実施機関又は

福祉事務所長にその旨を届け出なければならない。」と規定している。 

ニ 次官通知第８の２は，「収入の認定は，月額によることとし，この場合において，収入が

ほぼ確実に推定できるときはその額により，そうでないときは前３箇月間程度における収

入額を標準として定めた額により，数箇月若しくはそれ以上の長期間にわたって収入の実

情につき観察することを適当とするときは長期間の観察の結果により，それぞれ適正に認

定すること。」としている。 

ホ 次官通知第８の３の（１）のアの（イ）は，勤労収入を得るための必要経費として，「社

会保険料，所得税，労働組合費，通勤費等の実費の額を認定すること。」としている。 

ヘ 次官通知第８の３の（３）は，アからチまでの１７項目を掲げ，収入として認定しない

こととしている。そのうちクでは，「高等学校等で就学しながら保護を受けることができる

ものとされた者の収入のうち，次に掲げるもの（ウからキまでに該当するものを除く。） 

（ア）生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１５８号）別表第７「生業

扶助基準」に規定する高等学校等就学費の支給対象とならない経費（学習塾費等を含む。）

及び高等学校等就学費の基準額で賄いきれない経費であって，その者の就学のために必要

な最小限度の額 （イ）当該被保護者の就労や早期の保護脱却に資する経費に充てられる

ことを保護の実施機関が認めた場合において，これに要する必要最小限度の額」としてい

る。 

ト 局長通知第８の１の（１）のアの（ア）は，勤労（被用）収入の取扱いとして，「官公署，

会社，工場，商店等に常用で勤務している者の収入については，本人から申告させるほか，

前３箇月分及び当該月分の見込みの基本給，勤務地手当，家族手当，超過勤務手当，各種

源泉控除等の内訳を明記した給与証明を徴すること。ただし，給与証明書を徴することを

適当としない場合には，給与明細書等をもって，これに代えても差しつかえないこと。」と

している。 

チ 課長通知第８の問５８の２の答は，次官通知第８の３の（３）のクの（イ）にいう「就

労や早期の保護脱却に資する経費」を認定する場合の使用目的として（１）から（４）ま

での４項目を掲げ，そのうち（１）では，「自動車運転免許等の就労に資する技能を習得す

る経費（技能修得費の給付対象となるものを除く）」を，（２）では，「就労に資する資格を

取得することが可能な専修学校，各種学校又は大学に就学するために必要な経費（事前に

必要な受験料（交通費，宿泊費など受験に必要な費用を含む。）及び入学料等に限る。）」と

している。 

（２）児童扶養手当の収入認定について 

局長通知第８の１の（４）のアは，児童扶養手当の収入認定について，「６箇月以内の期間

ごとに支給される年金又は手当については，実際の受給額を原則として受給月から次回の受

給月の前月までの各月に分割して収入認定すること。」としている。 



 

 

 ２ 本件処分の検討について 

 （１）●●のアルバイト収入の認定について 

   イ 高等学校等就学費で賄いきれない経費等及び保護脱却経費の取扱いについて 

請求人は，第２の１の（１）のとおり，●●のアルバイト収入の認定において，●●●

●の学費等は収入認定しない取扱いとすべきと主張し，また，第２の１の（２）のとおり，

平成３０年４月分給与から保護脱却経費が認定されなくなった旨を主張していることから，

本件処分における●●のアルバイト収入の認定について，違法又は不当な点がないか検討

する。 

     １の（１）のヘに示すとおり，高等学校等就学費の支給対象とならない経費（学習塾費

等を含む。）及び高等学校等就学費の基準額で賄いきれない経費であって，その者の就学

のために必要な最小限度の額（以下「高等学校等就学費で賄いきれない経費等」という。）

と当該被保護者の就労や早期の保護脱却に資する経費に充てられることを保護の実施機

関が認めた場合において，これに要する必要最小限度の額（以下「保護脱却経費」という。）

については，収入として認定しない取扱いをすることが認められている。処分庁は，この

次官通知に則って平成２８年７月２１日付けで●●から提出された自立更生計画書に記

載されていた自動車運転免許取得費用●●●円と，平成２９年４月２５日付けで●●から

提出された自立更生計画に記載されていた大学進学に伴う入学金に要する経費●●●円

の合計●●●円を保護脱却経費と認め，●●の平成２８年７月分給与から収入認定しない

取扱いを開始し，当該保護脱却経費の合計額が●●●円に達した平成３０年４月分給与ま

で（平成２９年９月分を除く。）継続したことが認められる。 

また，同様に，処分庁は，●●の●●●●●●●●の授業料について，平成２９年２月

分給与及び平成２９年９月分から平成３０年３月分までの各月の給与の収入認定に当た

り，高等学校等就学費で賄いきれない経費等として，収入認定しない取扱いをしていたこ

とが認められる。 

     しかし，●●のアルバイト収入の認定に当たっては，１の（１）のホに示す必要経費の

控除を行うべきところ，平成２９年１月分給与の所得税●●●円，平成２９年７月分給与

の所得税●●●円及び平成２９年１２月分給与の所得税●●●●円を必要経費として収

入認定額から控除しておらず，また，平成２８年８月分から平成２８年１１月分までの給

与収入については，収入申告額の妥当性及び必要経費の有無を確認するために必要となる

給与明細書等の挙証資料を徴取することなく，収入認定を行っている。 

さらに，平成２９年９月分給与の収入認定においては，高等学校等就学費で賄いきれな

い経費等が●●●●●●円であったのに対して，処分庁が収入認定しない取扱いとした額

は●●●●●●円であり，その差額●●●●●●円については，翌月以降の収入から控除

する等の取扱いがなされていない。これらの点について，処分庁が適正に収入認定を行っ

ていれば，●●の平成３０年４月分給与の収入認定において，同収入から控除される保護

脱却経費の額は●●●●●●円ではなく，これと異なるものであったと考えられる。 

したがって，収入認定額に誤りが認められる本件処分は違法又は不当な処分と言え，取

消しを免れない。 

ロ 保護脱却経費等の認定終了について 



 

  請求人は，第２の１の（２）のとおり，平成３０年４月以降も●●●●●●●●に在籍

していたにもかかわらず，平成３０年４月から保護脱却経費が認定されなくなったことを

不当であると主張しており，これについて検討する。処分庁が保護脱却経費の認定を終了

した理由は，上記イのとおり，●●のアルバイト収入から控除した保護脱却経費の累計認

定額が，平成３０年４月の収入認定をもって，自動車運転免許取得のための積立てに要す

る経費及び大学に進学するための入学金の積立てに要する経費の合計額である●●●円に

達したからであり，請求人が主張する高校を退学したことを理由としたものではない。 

なお，平成３０年４月の収入認定において，高等学校等就学費で賄いきれない経費等が

認定されていないが，●●の退学に伴い高等学校等就学費で賄いきれない経費等が発生し

ないことから，これを収入認定に含めなかったものであり，請求人から高等学校等就学費

で賄いきれない経費等が発生していたとする具体的な主張もないことから，特段，違法又

は不当な点は見当たらない。 

したがって，請求人の当該主張は，これを認めることはできない。 

ハ 平成３０年４月以降の収入認定額について 

請求人は，反論書において，●●のアルバイト収入の収入認定額について，漫然と平成

３０年４月分給与収入額により認定が継続されている旨を主張するが，１の（１）のハに

示すとおり，被保護者には収入に変動があった場合の届出義務が課せられているところ，

処分庁が，平成３０年６月２６日の家庭訪問，６月２８日及び６月２９日の請求人との電

話連絡で●●の収入申告を指導しているにもかかわらず，請求人世帯が収入申告を行った

とする事実は認められない。また，口頭意見陳述での陳述内容によれば，●●のアルバイ

ト収入は，平成３０年６月分給与から減る旨を処分庁の担当職員に説明し，それに対して

処分庁職員からは，収入申告が行われれば生活保護費が増額になる旨を説明していたこと

が認められるが，その後に請求人は処分庁に収入申告書を提出することはなく，また，収

入申告書を提出できなかった特段の事情は見当たらない。 

したがって，●●の平成３０年４月以降の収入認定額は，●●の実際のアルバイト収入

の額を的確に反映していたものとは言えないが，処分庁には，上記のとおり平成３０年４

月の収入認定額を継続して用いざるを得ないやむを得ない事情が認められることから，請

求人の当該主張は，本件処分を違法又は不当とする理由とはならない。 

 

（２）●●のアルバイト収入の認定について 

     請求人は，第２の１の（３）のとおり，通学費等の高等学校等就学費で賄いきれない経費

があることから，当該経費を●●のアルバイト収入から控除すべきと主張しているので，本

件処分における●●のアルバイト収入の認定について，違法又は不当な点がないか検討する。 

本件処分における●●のアルバイト収入の認定額については，処分庁から提出されたケー

ス記録票によれば，平成３０年５月２４日に，平成３０年４月２４日付けで●●から提出さ

れた収入申告書に基づき，平成３０年４月１日付けで●●●●●●円を収入認定しているが，

同収入額から基礎控除●●●●●●円，未成年者控除●●●●●●円及び自動車運転免許取

得費用に係る保護脱却経費●●●●●●円を収入認定しない取扱いとしたことにより，収入

認定額は発生しておらず，これらの取扱いについて，違法又は不当な点は見当たらない。 

また，処分庁は，平成３０年４月１日付けで●●の高等学校等就学費として基本額５，４



 

５０円（月額），学習支援費５，１５０円（月額），学級費●●●●●円（月額），通学交通費

●●●●●●円（●●●●●●●を利用した場合の３か月定期代）を認定し，さらに，平成

３０年４月１９日付けで教材費●●●●●円を認定し，請求人世帯に支給しているが，これ

に対して請求人が，高等学校等就学費の支給額だけでは不足する経費があることについて，

処分庁に相談したとする事実は，請求人から提出された関係書類及び口頭意見陳述の内容か

ら確認することはできない。 

したがって，本件処分における●●のアルバイト収入の認定は適正に行われていると認め

られることから，請求人の当該主張は，本件処分を違法又は不当とする理由とはならない。 

    

（３）児童扶養手当の認定について 

   請求人は，児童扶養手当の支給額が平成３０年４月分から減額されたにもかかわらず，収

入認定額が減額されていないと主張しているが，児童扶養手当は４か月の期間ごとに支給さ

れる手当であることから，同手当の収入認定は，１の（２）に示すとおり，受給月である平

成３０年８月から次回受給月の前月である平成３０年１１月までの各月に分割して収入認定

することとなる。処分庁は，第１の11のとおり，改定後の児童扶養手当が平成３０年８月に

支給されることを確認し，その４か月分の支給額●●●●●●●円（平成３０年４月分から

平成３０年７月分まで）を次回受給月の前月である平成３０年１１月までの４月に分割して

収入認定していることから，児童扶養手当の認定については，違法又は不当な点はない。 

 

第４ 結論 

     以上のとおり，本件審査請求には理由があることから，行政不服審査法（平成２６年法律第６

８号）第４６条第１項の規定により，主文のとおり裁決する。 
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